
2024年度 秋 要望調査票
青年海外協力隊 / 海外協力隊 / 日系社会青年海外協力隊 / 日系社会海外協力隊

要請番号（JL02724B09）

 

国名 職種コード 職種 年齢制限 活動形態 区分 派遣期間 派遣隊次

ベトナム A101 コミュニティ開発 20～45
歳のみ 個別 新規 2年 ・2025/1 ・2025/2 ・

2025/3 ・2026/1

【配属機関概要】

1）受入省庁名（日本語）

ディエンビエン省人民委員会

2）配属機関名（日本語）

ディエンビエン省文化スポーツ観光局

3）任地（ ディエンビエン省ディエンビエンフー市 ） JICA事務所の所在地（ ハノイ市 ）

任地からJICA事務所までの交通手段、所要時間（ 飛行機 で 約 1.0 時間 ）

4）配属機関の規模・事業内容

ディエンビエン省は首都ハノイ市の北西約500km、西にラオス、北に中国の国境と接する山岳地帯に位置する。同地は
国の歴史上重要な戦争遺構を有し、国内での知名度は高い。戦争遺跡以外にも、雄大な自然景観やタイ族をはじめとす
る19の少数民族が居住する村々等の観光資源が豊富なことから、年間約100万人の観光客が訪れる。配属先は省内にお
ける文化 スポーツ 観光部門を管理する行政機関で、中央政府の関連政策やガイドラインの通達及び施策に沿った事業の
運営と管理を行う。隊員が所属する観光管理室では、観光開発に関する政策立案や、観光地の運営 管理並びにホテルや
ツアーなどの管理、ガイドのライセンス発行等を行っている。

【要請概要】
1）要請理由・背景

2024年は“ディエンビエンフーの戦い”戦勝70周年であると同時に国家観光年にも指定され、当地は国内外から大きな注
目を集めている。観光客増加を受けて同年4月に空港も改修された。観光客数は7月時点で通常の1.5倍の150万人に達し
ているものの、外国人観光客はその1%にも満たない。同省では2018年頃から観光施策としてコミュニティ観光開発が
始まり、省や郡の支援により少数民族の住民に対し関連研修等が実施された結果、各村では多くの観光客を受入れ収入
増に繋がった。一方、今後の課題は持続的な発展である。食事や宿泊サービスの質、観光プログラム内容、お土産開発
においては充分といえず、魅力的なコミュニティ観光地づくりにおける支援が必要である事から隊員が要請された。

2）予定されている活動内容（以下を踏まえ、隊員の経験をもとに関係者と協議して計画を立て、柔軟に内容を変更しな
がら活動を進めます）

隊員は、配属先同僚及びコミュニティ観光従事者と共に以下の活動に取り組み、少数民族の収入向上を支援する。
1.コミュニティ観光の実施地域を訪問し、現状調査を行う。
2.モデル地域を絞り、観光従事者と協働で魅力的な観光サービス提供のための改善、観光プログラム企画、お土産開発
案など策定し、実行する。
3.観光サービス向上に向けた各スキルの向上、環境整備、観光マーケティング等についてセミナー、勉強会を行う。
4.効果的な広報の手法を検討し、必要な広報ツールの作成及びSNS等で発信を行う。
5.旅行会社や観光業者等に対し情報提供を行い、各社のツアー造成の支援を行う。

3）隊員が使用する機材の機種名・型式、設備等

イス、机、コピー機、一般事務機器

4）配属先同僚及び活動対象者

配属先同僚:

募集終了

https://www.jica.go.jp/volunteer/


観光管理室
室長(男性/40歳代/経験20年)
他4名(男性1名、女性3名 30歳代から40歳代)
活動対象者
コミュニティ観光活動に従事する農民(各コミューンや村)

5）活動使用言語

ベトナム語

6）生活使用言語

ベトナム語

7）選考指定言語

英語(レベル:C)

【資格条件等】
[免許]：（　　　　）

[性別]：（　　　　）　備考：

[学歴]：（大卒）　備考：短大 専門学校卒も可

[経験]：（実務経験）3年以上　備考：業務上必要

[汎用経験]：

　・観光開発・観光マーケティングの知識・経験

　・地域社会を対象とする活動の経験

[参考情報]：

　・販促、マーケティング業務経験が望ましい

　・商品開発の経験が望ましい

任地での乗物利用の必要性

不要

【地域概況】
[気候]：（温暖冬季少雨気候）　気温：（5～35℃位）

[通信]：（インターネット可　　電話可）

[電気]：（安定）

[水道]：（安定）

【特記事項】
・住居は市内でホームステイとなる予定だが、必要に応じてコミュニティ観光実施地域(少数民族の村)に一定期間滞在
し、活動を行う。
・各地域への公共交通手段は限られていることから、自転車、タクシー、または車両傭上となる予定。
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